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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第48期

第３四半期連結
累計期間

第49期
第３四半期連結
累計期間

第48期

会計期間

自平成23年
５月21日
至平成24年
２月20日

自平成24年
５月21日
至平成25年
２月20日

自平成23年
５月21日
至平成24年
５月20日

売上高（千円） 866,196 946,7551,280,494

経常損失（△）（千円） △324,473△220,902△115,281

四半期（当期）純損失（△）（千円） △366,334△61,422△239,591

四半期包括利益又は包括利益（千円） △340,518△73,894△187,160

純資産額（千円） 530,323 876,919 683,681

総資産額（千円） 3,289,7283,162,6633,340,114

１株当たり四半期（当期）純損失金額

（△）（円）
△1.43 △0.19 △0.90

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 9.0 27.1 12.7

　

回次
第48期

第３四半期連結
会計期間

第49期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成23年
11月21日
至平成24年
２月20日

自平成24年
11月21日
至平成25年
２月20日

１株当たり四半期純損失金額（△）

（円）
△0.28 △0.24

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり

四半期（当期）純損失金額が計上されているため記載しておりません。 

　

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間における、各セグメントに係る主な事業内容の変更は、概ね次のとおりであります。 

①　マネジメントコンサルティング事業

　従来からの事業内容のうち、自動車業界分野については、顧客へのサービスの提供方法を、自社人員による直

接提供から外部人材の活用中心に切り替えております。 

②　ビジネスパッケージ提供事業

　主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。

③　海外戦略事業

　当社は、平成24年11月21日付で地球環境開発㈱を子会社化し、バイオマス燃料事業へ参入することにいたしま

した。なお、本格的な事業の開始には今しばらく時間を要する予定であり、当連結会計年度の業績に与える影響

は軽微であるものと考えております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

(1) 当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要

な変更があった事項は次のとおりです。（変更及び追加箇所は＿＿＿＿罫で示しております。）

　　なお、文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものです。

　①～④　省略　

⑤差押に関するリスク

　当社及び一部の連結子会社は、資金繰りの悪化により、租税債務や未払金の一部の支払が滞っておりましたとこ

ろ、関係当局を含む債権者から当社の保有する不動産または株式等の差押を受けております。当社は、これらの差

押の解除に向けて、債権者と納付または支払方法等について協議を行ってまいる方針ですが、協議が調わず、差押

不動産の公売や株式の換価譲渡手続が実行された場合には、当該公売（譲渡）価額と簿価との差額が特別損失と

して計上される等、当社グループの業績及び財政状況等に悪影響を及ぼす可能性があります。（以降、省略） 

⑥潜在株式の行使による株式価値の希薄化に関するリスク

　当社は、平成24年６月18日付で提出した有価証券届出書に基づき、第７回新株予約権を発行しておりますが、平

成25年３月末日現在の残高は105,694個（潜在株式数105,694,000株）であります。この潜在株式が全て発行され

た場合、平成25年３月末日現在の既発行済株式総数331,908,620株に対する比率は31.84％となり、１株当たりの

株式価値が希薄化され、株価形成に影響を及ぼす可能性があります。　

　

(2）提出会社が将来にわたって事業を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その他提出

会社の経営に重要な影響を及ぼす事象

　当社グループには将来にわたって事業を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており

ます。その内容は、当第３四半期連結累計期間において130,234千円の営業損失を計上していること及び税務当局か

ら当社グループ保有の重要な資産の差押を受けていること等であります。

　当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当社子会社である㈱インタープライズ・コンサルティングは、安定したサービス提供維持を目的として、同社の退職

者個人、又は退職者が新たに設立した会社との間で、業務委託契約を締結しておりましたが、平成25年１月16日付で、

これらの契約関係を解消しております。　

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（１）業績の状況　

　当社グループでは、前期に引き続き「収益力向上に基づくキャッシュ・フローの改善」と「財務基盤の改善・

安定化」を重点経営課題として改善を進めております。

　このような中、売上高については、連結子会社各社の貢献により前年を上回る水準を達成したものの、営業損失

は、㈱インタープライズ・コンサルティングにおける人員減少への対応策として、業務推進を外部人材の活用に

頼らざるを得なくなったことにより原価率が上昇し、前年同期と比較して拡大しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間における売上高は946,755千円（前年同四半期比9.3%増）、営業損失は

130,234千円（前年同四半期営業損失75,838千円）、経常損失は220,902千円（前年同四半期経常損失324,473千

円）、四半期純損失は61,422千円（前年同四半期四半期純損失366,334千円）となりました。　

　

  セグメントの業績は次のとおりであります。

① マネジメントコンサルティング事業

当社グループの中核企業である㈱インタープライズ・コンサルティングでは、住宅・不動産業界や自動車

業界、ＳＳ（サービス・ステーション）業界等を対象とした業界特化型コンサルティングサービスを展開し

ております。当第３四半期連結会計期間においては、第２四半期に引き続き、住宅・不動産業界において、消費

税増税後の需要の落ち込みを懸念した企業からの中期経営計画策定支援等の受注が増え、売上高は幾分向上

いたしました。一方、主に自動車業界分野における人員減少に伴い、顧客へのサービス提供方法を外部人材の

活用中心に変更したことから原価率が上昇しております。

これにより、その他の会社の業績を含めたマネジメントコンサルティング事業分野における業績は、売上高

803,878千円（前年同四半期比1.7%増）、営業損失55,989千円（前年同四半期営業損失1,261千円）となりま
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した。

　

② ビジネスパッケージ提供事業

　当社経営管理本部を分社化して設立した㈱ＣＯＳＭＯでは、管理部門としての役割を担う中で蓄積してきた

ノウハウを生かし、財務・人事労務分野を中心に、グループ内外の企業に対して、様々な経営課題の解決に向

けてのコンサルティング事業、アウトソーシング事業を展開するとともに、「事業承継」を切り口としたＭ＆

Ａ、その準備段階としての財務改善の支援等のサービスを展開しております。当第３四半期連結会計期間にお

ける同社の業績は堅調に推移し、前期と同様の水準を維持いたしました。

　また、㈱メディマックスは、テレビショッピング放送枠の年間契約の販売や、顧客の商品について番組出演者

が紹介する形態のテレビ番組及びテレビコマーシャルの制作、インターネット通販や、販売商品の広告宣伝を

目的としたホームページ等の制作業務を受注し、安定した業績を継続しております。

　その他の会社の業績を含めた結果、ビジネスパッケージ提供事業分野全体としては、売上高は104,183千円

（前年同四半期比169.6%増）、営業損失54,630千円（前年同四半期営業損失45,031千円）となりました。

　

③ 海外戦略事業

海外戦略事業においては、㈱インタープライズ・コンサルティングの韓国向け事業部門の人員減少に伴い

原価率が上昇したものの、販管費の抑制により、前期と比較して営業利益は若干改善しております。

しかしながら、グループ全体での業績を加味した結果、当第３四半期累計期間における売上高38,693千円

（前年同四半期比4.8%増）、営業損失19,613千円（前年同四半期営業損失29,544千円）となりました。

　

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上、財務上の対処すべき課題は以下のとおりです。（追

加箇所は＿＿＿＿罫で示しております。）

 ①　コンサルティング事業の安定収益化、ビジネスパッケージ提供事業の確実な成長を実現し、さらに新規コンサ

ルティング事業の開発や収益性のある事業をグループ内に取り込む等により、当社グループの成長・発展を目

指します。

 ②　資金調達、資本業務提携等の資本増強により、財務体質のさらなる改善を実現してまいります。 

 ③　当社グループにおける従業員満足度を高めるためのモチベーション施策や教育システムの充実、権限委譲の

推進等を通じて若手人材の早期育成と中堅人材のマネジメント力の向上による人材育成を推進してまいりま

す。 

 ④  コーポレート・ガバナンス、内部統制システム、適時開示体制をさらに強化し、コンプライアンスの徹底に努

め、経営の健全性・透明性を高めてまいります。

 ⑤  当社連結子会社である㈱インタープライズ・コンサルティングでは、自動車関連業界分野に係る事業部門を

中心として、第２四半期連結会計期間末日までに合計27名が退職し、当社と同一の営業を開始しております。ま

た、第３四半期連結会計期間以降に、住宅・不動産業界分野に係る事業部門の多数の人員が退職いたしました。

これにより、退職者らが在籍中に担当していたコンサルティング案件のサービス提供の安定継続や、今後の新

規受注に影響を及ぼす可能性があります。上記事態に対しては、在職者による業務の一部補完を行うとともに、

同業他社との提携等によるサービス提供の維持継続を図ってまいります。さらに、既存子会社によるグループ

内での相乗効果の創出及び拡大に努めるとともに、将来的に成長の見込まれる分野への積極的な参画を図るた

め、当社グループと相乗効果が見込まれる企業の買収を早期に進めていく方針です。

　

（３）研究開発活動

　該当事項はありません。
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（４）事業のリスク等に記載した重要事象等についての分析及び対応策

　当社グループは、「１　事業等のリスク　(2）」に記載のとおり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう

な状況が生じております。

　これらの状況の解消に向け、当社グループは、平成24年７月４日に発行した権利行使により調達される資金総額

1,746,189千円の新株予約権を権利行使頂くことにより、必要な資金を調達し財務体質の健全化を図ってまいる

方針です。そのためにも、本業面の収益力向上、拡大は必須項目であり、平成24年11月に地球環境開発㈱を子会社

化し、バイオマス燃料事業へ参入する準備を進めており、当期中には初回出荷を開始し、売上に貢献する見込みで

す。さらに引き続き新規事業をグループ内に取り込むことにより、収益性向上、企業価値を増大させ、営業キャッ

シュ・フローの黒字化を目指してまいります。また、当社グループの事業との相乗効果が見込まれる企業との資

本業務提携等も併せて検討しております。

　

（５）従業員数

　当第３四半期連結累計期間において、従業員数が42名減少しておりますが、この要因は自己都合退職に伴う自然

減であります。これにより、当社グループのマネジメントコンサルティング事業における従業員数は、前連結会計

年度末と比較して29名減少し、24名となりました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 766,000,000

計 766,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成25年２月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年４月５日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 331,908,620 331,908,620㈱東京証券取引所市場第二部
単元株式数

100株

計 331,908,620 331,908,620 － －

　（注）１．発行済株式のうち、215,904千株は、現物出資（短期貸付金債権　2,177,064千円、未収債権　524,839千円、土地

及び建物　2,663,477千円）によるものであります。

　　　　２．「提出日現在発行数」には、平成25年４月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成24年11月21日～
平成25年２月20日

－ 331,908,620 － 6,147,061 － 2,671,690

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成24年11月20日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　

①【発行済株式】

 平成25年２月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

普通株式　　　　1,000
－

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　331,906,400 3,319,064 同上

単元未満株式 普通株式　　　　1,220 － 同上

発行済株式総数 　　　　　331,908,620 － －

総株主の議決権 － 3,319,064 －

（注）「完全議決権株式(その他）」には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が4,200株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数42個が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成25年２月20日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社Ｌ’ＡＬＢＡ

ホールディングス

東京都中央区銀座

１丁目20番14号
1,000 － 1,000 0.00

計 － 1,000 － 1,000 0.00

 

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年11月21日から平成

25年２月20日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年５月21日から平成25年２月20日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、清翔監査法人による四半期レビューを受けております。

EDINET提出書類

株式会社Ｌ’ＡＬＢＡホールディングス(E05141)

四半期報告書

 8/19



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年５月20日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年２月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 350,538 121,855

受取手形及び売掛金 203,408 195,637

商品 6,007 7,187

仕掛品 3,546 2,696

未収入金 287,211 361,566

繰延税金資産 22,057 9,655

その他 ※
 98,709

※
 140,511

貸倒引当金 △23,780 △23,222

流動資産合計 947,697 815,887

固定資産

有形固定資産 16,354 12,502

無形固定資産

のれん 114,701 121,832

その他 7,921 7,978

無形固定資産合計 122,622 129,811

投資その他の資産

長期貸付金 784,886 750,906

長期未収入金 1,194,961 1,195,093

投資不動産（純額） ※
 2,031,243

※
 2,013,295

繰延税金資産 4,515 5,262

その他 63,361 72,354

貸倒引当金 △1,825,529 △1,832,449

投資その他の資産合計 2,253,439 2,204,461

固定資産合計 2,392,416 2,346,775

資産合計 3,340,114 3,162,663

負債の部

流動負債

買掛金 2,589 27,311

短期借入金 526,198 330,606

未払金 1,286,605 1,111,052

未払法人税等 264,855 237,476

賞与引当金 41,842 11,010

その他の引当金 1,217 424

その他 428,835 432,269

流動負債合計 2,552,144 2,150,150

固定負債

役員退職慰労引当金 3,648 3,648

偶発損失引当金 79,406 113,394

その他の引当金 1,417 997

その他 19,816 17,552

固定負債合計 104,289 135,592

負債合計 2,656,433 2,285,743
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年５月20日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年２月20日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,898,614 6,147,061

資本剰余金 2,425,736 2,671,690

利益剰余金 △7,900,281 △7,961,704

自己株式 △943 △943

株主資本合計 423,126 856,104

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2 229

その他の包括利益累計額合計 2 229

新株予約権 8,625 16,171

少数株主持分 251,927 4,414

純資産合計 683,681 876,919

負債純資産合計 3,340,114 3,162,663
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年５月21日
　至　平成24年２月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年５月21日
　至　平成25年２月20日)

売上高 866,196 946,755

売上原価 498,062 648,288

売上総利益 368,134 298,467

販売費及び一般管理費 443,972 428,701

営業損失（△） △75,838 △130,234

営業外収益

投資不動産賃貸料 65,239 65,427

投資不動産売却益 20,990 2,380

その他 14,128 11,535

営業外収益合計 100,358 79,342

営業外費用

支払利息 30,393 34,817

延滞税等 71,247 56,562

資金調達費用 47,476 15,309

不動産賃貸費用 16,416 15,662

偶発損失引当金繰入額 22,068 33,987

訴訟損失引当金繰入額 119,000 －

その他 42,390 13,671

営業外費用合計 348,993 170,010

経常損失（△） △324,473 △220,902

特別利益

債務免除益 24,280 －

新株予約権戻入益 4,704 8,625

負ののれん発生益 － 180,733

その他 2,116 2,598

特別利益合計 31,100 191,956

特別損失

事業整理損 890 26,250

和解金 7,300 －

その他 2,454 556

特別損失合計 10,645 26,806

税金等調整前四半期純損失（△） △304,018 △55,752

法人税、住民税及び事業税 10,313 6,713

法人税等調整額 26,255 11,656

法人税等合計 36,568 18,370

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △340,587 △74,122

少数株主利益又は少数株主損失（△） 25,747 △12,699

四半期純損失（△） △366,334 △61,422
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年５月21日
　至　平成24年２月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年５月21日
　至　平成25年２月20日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △340,587 △74,122

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 68 227

その他の包括利益合計 68 227

四半期包括利益 △340,518 △73,894

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △366,266 △61,195

少数株主に係る四半期包括利益 25,747 △12,699
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【継続企業の前提に関する事項】

当社グループは、引続き厳しい経営環境のなか、財務体質改善に向けて、収益性の向上とキャッシュ・フローの改善

にグループの総力をあげて取組んでおりますが、当第３四半期連結累計期間において130,234千円の営業損失を計上

しております。また、多額の未払債務や未払税金等があり、税務当局から当社グループ保有の重要な資産の差押を受け

ております。 

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

これらの状況の解消に向け、当社グループは、平成24年７月４日に発行した権利行使により調達される資金総額

1,746,189千円の新株予約権を権利行使頂くことにより、必要な資金を調達し財務体質の健全化を図ってまいる方針

です。そのためにも、本業面の収益力向上、拡大は必須項目であり、平成24年11月に地球環境開発㈱を子会社化し、バイ

オマス燃料事業へ参入する準備を進めており、当期中には初回出荷を開始し、売上に貢献する見込みです。さらに引き

続き新規事業をグループ内に取り込むことにより、収益性向上、企業価値を増大させ、営業キャッシュ・フローの黒字

化を目指してまいります。また、当社グループの事業との相乗効果が見込まれる企業との資本業務提携等も併せて検

討しております。　 

しかしながら、新株予約権の権利行使等は、株価等の影響を受けるものであり行使の時期等によっては資金計画の

実現可能性に重要な不確実性があります。また、新たな事業をグループ内に取り込むためには、そのための資金調達が

実現できることを前提としております。当該状況のため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を四半期連結財務諸表には反映しておりません。

 

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

(1）連結の範囲の重要な変更

　　当社は、平成24年11月21日付で地球環境開発株式会社の全株式を取得し、子会社化いたしました。

　　これにより、当第３四半期連結会計期間から地球環境開発株式会社を新たに連結の範囲に含めております。　

　

(2）持分法適用範囲の重要な変更

　　該当事項はありません。

　

　

【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更） 

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによる、当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽微で

あります。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　資産の差押

未納税金等について差押を受けている資産は以下の通りです。

前連結会計年度
（平成24年５月20日）

当第３四半期連結会計期間
（平成25年２月20日）

　仮払金 1,123千円 　仮払金 56千円

　投資不動産 2,031,243千円 　投資不動産 2,013,295千円

計 2,032,366千円 計 2,013,352千円

　

（四半期連結損益計算書関係）

　　該当事項はありません。

　

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとお

りであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年５月21日
至　平成24年２月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年５月21日
至　平成25年２月20日）

減価償却費 13,541千円 12,637千円

のれんの償却額 6,372 20,498

　

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年５月21日　至　平成24年２月20日）

１．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、当第３四半期連結累計期間において、平成23年11月24日を払込期日とする第三者割当増資を実施

し、また第５回新株予約権の権利行使による払込を受けました。

これにより、資本金が269,083千円、資本準備金が267,272千円増加し、当第３四半期連結会計期間末におい

て、資本金が5,898,614千円、資本剰余金が2,425,736千円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年５月21日　至　平成25年２月20日）

１．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、当第３四半期連結累計期間において、平成24年７月4日を払込期日とする第三者割当増資を実施

し、また第７回新株予約権の権利行使による払込を受けました。

これにより、資本金が248,446千円、資本準備金が245,953千円増加し、当第３四半期連結会計期間末におい

て、資本金が6,147,061千円、資本剰余金が2,671,690千円となりました。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成23年５月21日 至平成24年２月20日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
(注)１　

四半期連結
損益計算書
計上額(注)２

マネジメント

コンサルティ

ング事業

ビジネス

パッケージ

提供事業

海外戦略事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 790,62738,64336,925866,196 － 866,196
セグメント間の内部売上高
又は振替高

3,634 73 － 3,707△3,707 －

計 794,26138,71636,925869,904△3,707 866,196

セグメント損失（△） △1,261△45,031△29,544△75,838 － △75,838

（注）１．調整額△3,707千円は、セグメント間取引の消去であります。

２．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

　「ビジネスパッケージ提供事業」において、平成23年12月12日付で株式会社メディマックスの株式を取

得し、連結子会社といたしました。なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間に

おいて127,446千円であります。

　

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成24年５月21日 至平成25年２月20日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

 

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額(注)

マネジメント

コンサルティ

ング事業

ビジネス

パッケージ

提供事業

海外戦略事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 803,878104,18338,693946,755 － 946,755
セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

計 803,878104,18338,693946,755 － 946,755

セグメント損失（△）　 △55,989△54,630△19,613△130,234 － △130,234

（注）セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

　当第３四半期連結累計期間に、連結子会社である株式会社ＣＯＳＭＯの株式を追加取得しております。こ

れにより、25,500千円ののれんが発生いたしました。なお、各セグメントにおけるのれんの増加額はそれぞ

れ、「マネジメントコンサルティング事業」で17,782千円、「ビジネスパッケージ提供事業」で6,039千

円、「海外戦略事業」で1,677千円であります。

　

（企業結合等関係）

共通支配下の取引等

　子会社株式の追加取得　

１．取引の概要

(1）結合当事企業の名称及びその事業の内容

名称　　　　　株式会社ＣＯＳＭＯ

事業の内容　　シェアードサービス事業、Ｍ＆Ａ仲介・事業再生事業

EDINET提出書類

株式会社Ｌ’ＡＬＢＡホールディングス(E05141)

四半期報告書

15/19



(2）企業結合日

　平成24年11月21日

(3）企業結合の法的形式

　少数株主からの株式買取

(4）取引の目的を含むその他取引の概要

当社グループ経営の安定強化及び機動的かつ柔軟な経営判断を可能にすることを目的として、少数株主が

保有する株式を追加取得し、完全子会社といたしました。

　

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づき、共通

支配下の取引等のうち少数株主との取引として処理しております。　

　

３．取得原価及びその内訳

取得の対価 現金及び預金 24,000千円

　 取得原価 24,000千円

　

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

 (1）発生したのれんの金額

　　24,000千円

(2）発生原因

子会社株式の追加取得分の取得原価と当該追加取得に伴う少数株主持分の減少額との差額によるものであ

ります。

(3）償却方法及び償却期間

　　５年間の均等償却

　

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1）被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称 　地球環境開発株式会社

事業の内容 　資源・環境事業のコンサルティング

(2）企業結合を行った主な理由 　

当社グループが財務体質を改善し、株式上場を維持しながら成長・発展していくためには、既存の会社の

成長・発展に加え、新たな商品・新たな事業をグループ内に取り込むことが必要と判断したため。 

(3）企業結合日

　　平成24年11月21日

(4）企業結合の法的形式

　　株式の取得

(5）結合後企業の名称

　　地球環境開発株式会社

(6）取得した議決権比率

企業結合直前に所有していた議決権比率 　　-％

取得後の議決権比率 　100％

(7）取得企業を決定するに至った主な根拠　

　　現金を対価として地球環境開発株式会社の株式を100％取得したため。　
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２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間 

　平成24年11月21日から平成25年２月20日まで

　

３．取得原価及びその内訳

取得の対価 現　　金 6,280千円

　 取得原価 6,280千円

　

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1）発生したのれんの金額

　　2,129千円

(2）発生原因 

　　取得原価が企業結合時における時価純資産を上回ったため、その差額をのれんとして認識しております。

(3）償却方法及び償却期間

　　５年間の均等償却

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年５月21日
至　平成24年２月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年５月21日
至　平成25年２月20日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △1円43銭 △0円19銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（千円） △366,334 △61,422

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千

円）
△366,334 △61,422

普通株式の期中平均株式数（株） 255,397,373 325,292,197

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

第４回新株予約権（52,800千

株）。

平成23年７月30日をもって、権

利行使期間満了により失効し

ております。

第６回新株予約権（有償ス

トックオプション）（37,500

千株）。

第６回新株予約権（有償ス

トックオプション）（37,500

千株）。

権利消滅条件に抵触したこと

により、すべて失効しておりま

す。　

第７回新株予約権（105,694千

株）。

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失金額であるため記載しておりません。

　

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年４月５日

株式会社Ｌ’ＡＬＢＡホールディングス

取締役会　御中

清翔監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 倉岡　隆典　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 近　　　暁　　印　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｌ’ＡＬ

ＢＡホールディングスの平成24年５月21日から平成25年５月20日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成

24年11月21日から平成25年２月20日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年５月21日から平成25年２月20日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及

び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Ｌ’ＡＬＢＡホールディングス及び連結子会社の平成25年２

月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

強調事項

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、当第３四半期連結累計期間において130,234千円の営業

損失を計上している。また、多額の未払債務や未払税金等があり、税務当局から当社グループ保有の重要な資産の差押を受

けている。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の

前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由につい

ては当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実

性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管

しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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